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差　　額
（決算－予算）

40,307          41,348         1,040            （注１)

5,959           3,907          △2,052          （注２)

－             －            －              

2,411           2,442          31               （注３)

114             114            －              

45,975          46,120         145              

9,296           9,180          △116            （注４)

34,133          34,845         712              （注５)

475             －            △475            （注６)

2,071           2,096          25               （注７)

13,231          13,716         485              （注８)

663             686            23               （注９)

－             －            －              

5               1              △4              （注10)

577             579            2                （注11)

－             －            －              

109,242         108,912        △329            

81,351          81,166         △185            （注12)

47,958          46,481         △1,477          

33,393          34,685         1,292            

7,861           5,809          △2,052          （注13)

－             －            －              

2,411           2,441          30               （注14)

13,231          11,116         △2,115          （注15)

5               1              △4              （注16)

4,384           4,383          △1              （注17)

－             －            －              

－             －            －              

109,242         104,915        △4,327          

－             3,997          3,997            

計

収入－支出

出資金

支　出

業務費

教育研究経費

診療経費

施設整備費

船舶建造費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

貸付金

長期借入金償還金

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金

計

自己収入

授業料、入学料及び検定料収入

附属病院収入

財産処分収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

引当金取崩

長期借入金収入

貸付回収金

目的積立金取崩

出資金

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

令和元事業年度 決算報告書

国立大学法人筑波大学

（単位：百万円）

区            分 予算額 決算額 備　考

収　入

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

補助金等収入



(注１) 

(注２) 

(注３) 

(注４) 

(注５) 

(注６) 

(注７) 

(注８)

(注９) 

(注10) 

(注11) 

(注12) 

(注13) 

(注14) 

(注15) 

(注16) 

(注17) 長期借入金償還金については、返済日変更により、予算額に比して決算額が1百万円少額となっています。

目的積立金取崩については、事業計画の見直しにより、予算額に比して決算額が2百万円多額となっていま
す。

業務費については、光熱水費の使用量の節減に努めたことや、翌年度に継続して行う事業を繰越したことに
より、予算額に比して決算額が185百万円少額となっています。

施設整備費については、(注２)に示した理由を主な要因として、予算額に比して決算額が2,052百万円少額
となっています。

補助金等については、(注３)に示した理由を主な要因として、予算額に比して決算額が30百万円多額となっ
ています。

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、翌年度に継続して行う事業を繰越したことにより、予
算額に比して決算額が2,115百万円少額となっています。

貸付金については、(注10)に示した理由を主な要因として、予算額に比して決算額が4百万円少額となって
います。

貸付回収金については、学生などへの貸与が予算段階の見込みより減額したため、予算額に比して決算額が
4百万円少額となっています。

運営費交付金については、追加予算の交付などにより、予算額に比して決算額が1,040百万円多額となって
います。

施設整備費補助金については、一部事業を翌年度繰越のため、予算額に比して決算額が2,052百万円少額と
なっています。

補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国からの補助金等の獲得に努めたため、予算額
に比して決算額が31百万円多額となっています。

授業料、入学料及び検定料収入については、在籍者数の減少などにより、予算額に比して決算額が116百万
円少額となっています。

附属病院収入については、高度急性期医療の展開により、予算額に比して決算額が712百万円多額となって
います。

財産処分収入については、事業計画の見直しにより、予算額に比して決算額が475百万円少額となっていま
す。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、積極的に資金の獲得に努めたことなどにより、予算額に
比して決算額が485百万円多額となっています。

引当金取崩については、賞与引当金の取崩しが増加したため、予算額に比して決算額が23百万円多額となっ
ています。

雑収入については、資金運用利息などの増加により、予算額に比して決算額が25百万円多額となっていま
す。


